
 １　令和７年度山形県一般会計当初予算の構成
（単位：億円）

※ 端数処理の関係で合計と内訳が一致しない場合があります。

山 形 県 財 政 の 状 況
総 務 部

令 和 7 年 7 月 17 日

人件費

1,478

21.9%

社会保障関係

経費

716

10.6%

税等交付金

577

8.5%
公債費

888

13.1%

貸付金

1,070

15.8%

補助費等

504

7.5%

物件費

249

3.7%

投資的経費

1,082

16.0%

その他

192

2.8%

歳 出

6,754億円
※社会保障関係経費及び

税等交付金を除く

県税

1,150

17.0%

地方消費税

清算金

537

8.0%

地方譲与税

245

3.6%

地方交付税

1,880

27.8%

臨時財政対

策債

0…

国庫支出金

827

12.2%

繰入金

306

4.5%

諸収入

1,139

16.9%

県債

525

7.8%

その他

145

2.1%

歳 入

6,754億円

資料3-2

義務的な経費

3,658億円

（54.2%）



 ２　財政収支見通しを踏まえた本県の対応（山形県財政の中期展望より）

 ３　中長期的な財政健全化目標

　　　

  ≪ 調整基金残高の推移（年度末決算）≫ ≪ 県債残高の推移（年度末決算）≫

　注：　財政調整基金及び県債管理基金(一般分)の残高の合計を記載。

持続可能な財政運営を確保するためには、歳入・歳出の両面から財源不足額の解消に向けた対

応策を講じ、調整基金取崩しの抑制に努めることが必要です。

○ 歳入面では、県有財産の

売却や有効活用の促進、基

金や特別会計の利用見込み

のない資金の活用、財源対

策のための県債の発行等に

よって歳入を確保します。

○ 歳出面では、事務事業の

見直し・改善や行政経費の

節減・効率化など、徹底し

た歳出の見直しを行います。

⇒ 自由度の高い財政構造
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健全な財政運営を行っていくために、調整基金の取崩しの抑制に努めるとともに、中長期的な

財政健全化目標として、「今後の社会資本整備や産業振興の必要性に留意しながら、行革プラン

の期間中において臨時財政対策債及び補正予算債、災害復旧事業債並びに国土強靭化関係事業債

を除いた県債残高の減少」を推進します。

≪財源不足額への対応（当面の数値目標）≫

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円）

８年度 ９年度 10年度 11年度

△196 △146 △152 △145

3 3 3 3

30 19 11 7

30 30 0 0

63 52 14 10

(50) (50) (50)

50 100 150 200

50 100 150 200

113 152 164 210

35 47 65

83 29 35

75 81 93 158

注１：｢事務事業の見直し・改善、行政経費の節減・効率化」の括弧書きは当該年度の新規削減額である。

注２：歳入については、現行制度をもとに試算している。

注３：令和９年度及び11年度の調整基金積立額(E)①について、職員の定年延長に伴いこれら両年度において定年に

　　　係る退職手当は発生しないが、負担平準化を図る観点から令和10年度及び12年度の所要額の一部（35億円）を

　　　予め積み立てておく分を含む（それぞれ令和10年度及び12年度に同額を取り崩すことになる。また、同様の考

　　　え方により、令和８年度は40億円を取り崩している）。

注４：令和８年度及び９年度の調整基金取崩額(E)②については、令和５年度及び６年度の法人関係税等の増収に伴

　　　う普通交付税の減額精算に対応するために積み立てていたものを取り崩す分を含む。

　　（令和８年度はうち20億円、令和９年度はうち８億円）

対 策 後 の 調 整 基 金 残 高 (F)

歳
 
出

事 務 事 業 の 見 直 し ・ 改 善
行 政 経 費 の 節 減 ・ 効 率 化

計 (C)

合 計 (D=B+C)

調 整 基 金 積 立 額 (E) ①

調 整 基 金 取 崩 額 (E) ②

財 源 不 足 額 (A)

歳
 
入

県 有 財 産 の 売 却 、 有 効 活 用

基 金 、 特 別 会 計 資 金 の 有 効 活 用

財 源 対 策 の た め の 県 債 発 行

計 (B)

 


